
気候変動適応策の実装に向けた論点
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現時点での知見・課題

平均海面水位の上昇量の具体的な
設定方法
※海岸分野と整合を図る必要

様々な沖波の推算手法が存在。

気候変動による常時波浪の波高・
波向・周期への影響が不明。

将来の風の予測に関するエビデン
スが少ない。

対策を講じなければならない施設
が多数あり、既存工法ではコストが
高い若しくは施工が困難。

計画論にd4PDF等を用いる手法が考
えられるが、設計条件の設定にd4PDF
等を用いるのは妥当か？

気候変動の影響を配慮すべき事項

気候変動を考慮した波浪の極大値
の設定にはd4PDF等を用いた様々
な手法が存在するが、従前より設
計に用いているデータと比較して空
間解像度が低い。

平面配置（静穏度）
水域施設・外郭施設・係留施設・荷さばき施設
・保管施設

能力
臨港交通施設（橋梁クリアランス）

必要な作業

優先順位の設定

事業費の算出

常時波浪の波高・波向・周
期の設定

海面水位の上昇量の設定

着手時期

優先順位を定める哲学が確立して
いない。

工法の設定

防護水準の設定

設計高潮位の設定

波力の設定

風圧力の設定

揚圧力の設定

越波量の設定

堤外地の浸水許容量の概念が確
立されていない。

設置水深の設定

異常時波浪の波高・波向・
周期の設定

気候変動を考慮した潮位偏差の極
大値の設定にはd4PDF等を用いた
様々な手法が存在。

不確実性の存在。

高さの照査

安定性の照査

部材強度の照査

高潮偏差の増大量の設定

港湾計画の目標年とされる10～15
年後では大きな影響が生じにくい。

論点

気象庁等が「日本の気候変動
2020」で21世紀後半の海面水位上
昇量を公表

評価手法が確立されていない構造
物があり、リスク評価が進まない。リスク評価

土地利用

長期的な視点から、港湾計画とは別に
港湾の骨格となる施設の配置や能力
の決定要素となる橋梁の高さを定める
べきではないか？

静穏度について気候変動の影響を考
慮すべきか？考慮する場合どのような
手法が適切か？

波浪推算モデルの進化に合わせた合
理的な推算手法を定めるべきではない
か？

対象となる荷役機械等の供用期間が、
土木構造物と比べて短く、将来の外力
増加は配慮不要ではないか？

堤外地（特にコンテナターミナル）の許
容越波量を定めるべきではないか？

岸壁や2重パラペット護岸等の簡易な
越波算定手法を定めるべきではない
か？

リスクや更新のタイミングを考慮した対
策の優先順位について考え方を示す
べきではないか？

海外の事例等も含めて低コストで追加
的な対応が可能な工法を示すべきで
はないか？

民間からも新たな技術を募るべきでは
ないか？
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途中で追加対策を講じる構造を想定し
て、新設時に事前の準備を講じるべき
ではないか？

海面上昇時の桟橋の揚圧力の評価手
法を定めるべきではないか？

高波や海面上昇を考慮した護岸の地
盤安定性の検討が必要ではないか？
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港湾における気候変動適応策の実装イメージ(案）

海面水位上昇

防波堤の嵩上げ

防波堤の耐用年数はその他施設に比べて長いことから、
RCP2.6の上限値やRCP8.5を前提に対応

シナリオに応じて
追加的に対策を実施
（天端高不足への対応など）消波ブロックの設置

RCP2.6を前提に対応

荷役機械

将来交換が必要な施設は、気候変動の影響
を考慮せず、更新時に対応

地盤改良（主働土圧の低減）
RCP2.6を前提に対応

既存施設への対策案

新設コンクリート（ケーソン重量増加）
RCP2.6を前提に対応

腹付工の設置
RCP2.6を前提に対応


